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１ はじめに 

（１）経営戦略策定について 

下水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少や節水型社会の浸透による使用料収入の減少、施

設の老朽化に伴う更新費用の増加などにより厳しさが増すことが予想されます。 

このような中、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むために、総務省から「公営企業の

経営に当たっての留意事項について」（平成 26年 8月 29日付 総務省自治財政局公営企業課長

等通知）、「「経営戦略」の策定推進について」（平成 28年１月 26日付 総務省自治財政局公営

企業課長等通知）及び「「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について」（平成 31年 3月 29日

付 総務省自治財政局公営企業課長等通知）が発出され、公営企業の経営戦略の策定に取り組む

ことが求められました。 

さらに、「「経営戦略」の改定推進について」（令和 4 年 1 月 25 日付総務省自治財政局公営企

業課長等通知）では、質を向上させるための取り組みとして、人口減少や物価上昇等を反映した経営

戦略の見直しを令和 7年までに実施することが要請されています。 

稲敷市（以下「本市」という。）におきましては、平成 29年 3月に「稲敷市下水道事業経営戦略」

を策定し、経営状況や財政状況を明確にするとともに、下水道事業の経営健全化に向け、経営基盤

の強化及び財源確保を図るための方針を定めました。 

今回、令和元年度より地方公営企業法適用会計に移行したこと及び前回策定から 7 年を経過した

ことを受け、これまでの取り組みを評価するとともに、新たに策定した「稲敷市下水道事業計画アクション

プラン」や「ストックマネジメント計画」に基づく投資計画を反映し、様々な社会情勢の変化に伴う財政計

画の見直し等も踏まえた実効性のある計画とするため、本計画の見直しを行いました。 

 

表 1-1 経営戦略策定に係る国の動き 

 

  



2 

 

（２）経営戦略のイメージ 

①投資試算の検討 

下水道施設・設備の合理的な投資見通しであり、計画期間において必要な投資額を試算しま

す。 

②財源試算の検討 

投資試算を踏まえて、必要な財源（料金、企業債、内部留保資金、一般会計繰入金など）

についての適切な水準・構成を検討します。 

③効率化・経営健全化の取り組み 

投資と財源が収支均衡した「投資・財政計画」となるように、投資試算と財源試算の検討を行い

ます。収支を均衡させるために、料金水準の大幅な引き上げや、将来世代への負担を負わせるよう

な起債や投資の先送りがないよう、安定的に事業を継続していくための収支ギャップの解消に向け、

効率化・経営健全化の取り組みに関して検討を行います。 

 

図 1-2 経営戦略のイメージ 

 

経営戦略策定・改定ガイドラインより 
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（３）経営戦略の位置づけ 

本経営戦略は、最上位計画の「第 3次稲敷市総合計画」や「稲敷市公共施設等総合管理計

画」、「稲敷市国土強靭化地域計画」との整合性を図るとともに、下水道事業で策定した「稲敷市下

水道事業計画アクションプラン」、「稲敷市ストックマネジメント計画」の内容を反映し、財政的な裏付

けのもと実現可能な計画として結びつけながら、将来にわたり安定的に事業を継続していくための収支

均衡を図る中長期的な経営の基本計画となります。 

 

図 1-３ 計画の位置づけ 

 

 

（４）計画期間 

中長期的な視点から、計画期間は令和 7年度から令和 16年度の 10 年間とします。 

 

 

 

  

●計画期間：令和 7年度から令和 16年度 
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２ 下水道事業の現状と課題 

（１）事業の概要 

本市の下水道事業は平成 7 年度に公共下水道事業、平成 9 年度に特定環境保全公共下水道

事業、農業集落排水事業で供用を開始しました。以降、霞ヶ浦などの公共水域の保全や公衆衛生の

向上に資するため、地域ごとの特性を踏まえ連携して管理を行うとともに、「稲敷市下水道事業計画アク

ションプラン」に基づきながら整備を進めているところです。令和 5 年度末において 3 事業合わせた水洗

化人口は 20,858 人、普及率は 67.4％、水洗化率は 82.7％と、いずれも前年度から増加していま

す。 

表 2-１ 事業の現況 
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（２）施設の概要 

本市では、公共下水道事業の施設として、「古渡西部浄化センター」、「あずま浄化センター」、「江

戸崎終末処理場」の 3箇所の処理場を有しています。各処理場で処理された水は、それぞれ霞ヶ

浦、伊崎幹線排水路、荒沼中央排水路に放流されています。また、農業集落排水事業では 8の処

理区において処理施設を有しています。 

表 2-2 稲敷市下水道事業の施設概要 

 

 

（３）使用料 

 本市における下水道の使用料金体系は、基本使用料と超過使用料で構成されております。 

基本使用料については、使用量が 10 ㎥までは一定金額とし、10 ㎥を超える超過使用料について

は、使用量が多くなるほど１㎥当たりの料金が高くなる累進使用料方式を採用しております。この方式は

小口使用への配慮を目的としており、多くの下水道事業が採用しております。 

 

表 2-３ 現行の使用料金表（消費税込み【税率 10％】） 
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「条例上の使用料」と「実質的な使用料」を比較するため、20 ㎥あたりのそれぞれの使用料を以下に

示しております。条例上の使用料は、実際に下水道使用料として賦課している 20 ㎥あたりの金額であ

り、実質的な使用料とは、１年間の料金収入の総額を年間有収水量の総量で除し、20 ㎥を乗じて算

定した金額です。 

 

表 2-４ 条例上の使用料及び実質的な使用料（消費税込み） 

  

 

（４）組織 

 本市の下水道課は土木管理部に属し、令和 5 年度末時点の職員数は、下水道課全体で 10 名と

なっています。 

図 2-4 組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設業務係 

運営業務係 

 

下水道課 土木管理部 
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（５）民間活力の活用等 

  民間活力の活用として、処理場やマンホールポンプ場における定期維持管理業務を民間委託してお

ります。令和 5年度より処理場に使用する薬剤の調達も含め委託を行っております。 

また、令和７年度より水道事業と連携し、上下水道料金徴収等について包括的民間委託をし、サ

ービスの向上と効率的な事業運営に努めてまいります。 

 

表 2-5 民間活力の状況 

項    目 実 施 内 容 

ア．民間委託 包括的民間委託の導入 

イ．指定管理者制度 該当なし 

ウ．PPP・PFI 該当なし 

 

表 2-6 資産活用の状況 

項    目 実 施 内 容 

ア．エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 
該当なし 

イ．土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等） 
該当なし 

 

  



8 

 

（６）経営比較分析表を活用した現状分析 

① 経営比較分析表について 

当該分析は、公営企業における経営及び施設の状況を表す経営指標をとりまとめたものであり、当該

事業体の経年比較や複数の指標を組み合わせた分析を行うことにより、経営の現状及び課題を的確か

つ簡明に把握することが可能となります。 

また、類似団体と比較することによって、現在の経営水準が把握できるとともに、自らの財政状況等に

関する説明資料としても活用することができます。 ※一覧表は図表 2-15～2-17参照 

 

 

総務省が公表する経営比較分析表の各経営指標について、本事業体における令和元年度から令

和５年度までの決算状況から各指標を整理しました。 

また、類似団体の平均値との比較により、本事業体の評価・分析を行っております。  

【経営の健全性・効率性】 

① 経常収支比率／収益的収支比率（％） 

② 累積欠損金比率（％） 

③ 流動比率（％） 

④ 企業債残高対事業規模比率（％） 

⑤ 経費回収率（％） 

⑥ 汚水処理原価（円） 

⑦ 水洗化率（％） 

経営指標 
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表 2-7 【経営の健全性・効率性】 経常損益：収益的収支比率／経常収支比率 

①経常収支比率（％） 

 （望ましい向き「↑」） 
経常収支比率（％）＝

 経常収益 

 経常費用 
 ×100 

【指標の定義】 

・各年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益により、維

持管理費や支払利息等の費用がどの程度賄えているかを表します。 

【分析の考え方】 ・100%以上（＝黒字）が必要です 

《公共下水道事業》 収支比率は 100％を超えています

が、使用料収入の不足額を一般

会計からの繰入金で賄っている状

態のため、改善の余地があります。 

《特定環境保全公共下水道事業》 収支比率は 100％を超えています

が、使用料収入の不足額を一般

会計からの繰入金で賄っている状

態のため、改善の余地があります。 

《農業集落排水事業》 収支比率は 100％を超えています

が、使用料収入の不足額を一般

会計からの繰入金で賄っている状

態のため、改善の余地があります。 
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表 2-8 【経営の健全性・効率性】 累積欠損金比率（％） 

②累積欠損金比率（％） 

 （望ましい向き「↓」） 
累積欠損金比率（％）＝

 当年度未処理欠損金 

 営業収益ー受託工事収益 
 ×100 

【指標の定義】 
・営業活動により過去に赤字として発生した損失で、利益で補填できず累積した

額の状況を示します。 

【分析の考え方】 ・ 0％（＝累積欠損金なし）であることが求められます。 

《公共下水道事業》 累積欠損金が発生しておりません

ので比率は０％となりました。ただ

し、収支ギャップを一般会計からの

繰入金で賄った上での結果である

ため、改善の余地があります。 

《特定環境保全公共下水道事業》 累積欠損金が発生しておりません

ので比率は０％となりました。ただ

し、収支ギャップを一般会計からの

繰入金で賄った上での結果である

ため、改善の余地があります。 

《農業集落排水事業》 累積欠損金が発生しておりません

ので比率は０％となりました。ただ

し、収支ギャップを一般会計からの

繰入金で賄った上での結果である

ため、改善の余地があります。 
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表 2-9 【経営の健全性・効率性】 流動比率（％） 

③流動比率（％） 

 （望ましい向き「↑」） 
流動比率（％）＝

 流動資産 

 流動負債 
 ×100 

【指標の定義】 
・１年以内に支払うべき債務に対して、支払うことができる現金等を保有してい

るかの状況を示します。 

【分析の考え方】 ・100％以上であることが必要です。 

《公共下水道事業》 下水道事業は企業債の償還が

多額なため 100%を下回るのが

一般的でありますが、本市も企

業債償還金等への資金流出に

より内部留保資金が少ないため

低水準であり、類似団体平均を

下回っています。 

《特定環境保全公共下水道事業》 下水道事業は企業債の償還が

多額なため 100%を下回るのが

一般的でありますが、本市も企

業債償還金等への資金流出に

より内部留保資金が少ないため

低水準であり、類似団体平均を

下回っています。 

《農業集落排水事業》 下水道事業は企業債の償還が

多額なため 100%を下回るのが

一般的でありますが、農業集落

排水事業においては、比較的企

業債償還金等への資金流出が

少ないため高水準であり、類似

団体平均を上回っています。 
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表 2-10 【経営の健全性・効率性】 債務残高：企業債残高対事業規模比率（％） 

④企業債残高対事業 

規模比率（％） 

企業債残高対事業規模収益比率（％）＝ 

 企業債現在高合計（地方債現在高合計）−一般会計負担額 

 営業収益ー受託工事収益−雨水処理負担金
 ×100  

【指標の定義】 
・料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標

です。 

【分析の考え方】 
・明確な数値基準はありませんが、適切な数値となっているか対外的に説明する

ことが求められます。 

《公共下水道事業》 本市においては、全額一般

会計繰入金に依存する形とな

っているため 0 となっています。 

《特定環境保全公共下水道事業》 本市においては、全額一般

会計繰入金に依存する形とな

っているため 0 となっています。 

《農業集落排水事業》 本市においては、全額一般

会計繰入金に依存する形とな

っているため 0 となっています。 
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表 2-11 【経営の健全性・効率性】 使用料水準の適切性：経費回収率 

⑤経費回収率（％） 

 （望ましい向き「↑」） 
経費回収率（％）＝

 下水道使用料 

 汚水処理費（公費負担分を除く） 
 ×100 

【指標の定義】 ・使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表します。 

【分析の考え方】 
・適切な使用料収入の確保ができているか分析します。100％を下回っている

場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われています。 

《公共下水道事業》  経費を使用料で賄われておら

ず 100%を下回っており、不足

分を一般会計繰入金で補って

います。水洗化率向上による

有収水量の増加等の改善が

必要です。 

《特定環境保全公共下水道事業》 経費を使用料で賄われておら

ず 100%を下回っており、不足

分を一般会計繰入金で補って

います。水洗化率向上による

有収水量の増加等の改善が

必要です。 

《農業集落排水事業》 経費を使用料で賄われておら

ず 100%を下回っており、不足

分を一般会計繰入金で補って

います。水洗化率向上による

有収水量の増加等の改善が

必要です。 
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表 2-12 【経営の健全性・効率性】 費用の効率性：汚水処理原価 

⑥汚水処理原価（円） 

 （望ましい向き「↓」） 
汚水処理原価（円）＝

 汚水処理費（公費負担分を除く） 

 年間有収水量 
 

【指標の定義】 ・有収水量 1㎥あたりについて、どれだけの費用がかかっているかを表します。 

【分析の考え方】 

・明確な数値基準はなく、経年比較や類似団体との比較等を行います。 

・値が高い場合は、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善が

必要です。 

《公共下水道事業》 類似団体平均と同程度ま

たは若干高い水準で推移し

ており、有収率・施設利用率

の改善や施設の統廃合など

汚水処理費を減らす方法を

検討する必要があります。 

《特定環境保全公共下水道事業》 類似団体平均と同程度ま

たは若干低い水準で推移し

ておりますが、有収率・施設

利用率の改善や施設の統廃

合など汚水処理費を減らす

方法を検討する必要がありま

す。 

《農業集落排水事業》 類似団体平均よりも若干

高い水準で推移しており、施

設の統廃合など汚水処理費

を減らす方法を検討する必

要があります。 
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表 2-13 【経営の健全性・効率性】 施設の効率性：施設利用率 

⑦施設利用率（％） 

 （望ましい向き「↑」） 
施設利用率（％）＝

 晴天一日平均処理水量 

 晴天時現在処理能力 
 ×100 

【指標の定義】 
・ 施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水

量の割合であり、施設利用状況や適正規模を判断する指標となります。 

【分析の考え方】 
・ 明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であることが望まれ

ます。 

《公共下水道事業》 類似団体平均を下回って

おり、接続の推進や処理施

設の統廃合等により、施設

利用率を向上させる必要が

あります。 

《特定環境保全公共下水道事業》 類似団体平均を上回って

いますが、不明水流入が要

因と考えられ、現在不明水

の調査を実施しています。 

《農業集落排水事業》 類似団体平均を下回って

おり、接続の推進や処理施

設の統廃合等により、施設

利用率を向上させる必要が

あります。 

 



16 

 

表 2-14 【経営の健全性・効率性】 施設の効率性：水洗化率 

⑦水洗化率（％） 

 （望ましい向き「↑」） 
水洗化率（％）＝

 現在水洗便所設置済人口 

 現在処理区域内人口 
 ×100 

【指標の定義】 
・ 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理し

ている人口の割合を表した指標です。 

【分析の考え方】 

・ 一般的に数値が 100％未満である場合には、汚水処理が適切に行わ

れておらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使

用料収入適正化を図るため、水洗化率向上の取組が必要です。 

《公共下水道事業》 

 

類似団体平均を下回って

おり、普及啓発活動により、

水洗化率を向上させる必要

があります。 

《特定環境保全公共下水道事業》 直近では類似団体平均を

上回っていますが、伸び率が

停滞しており、普及啓発活

動により、水洗化率を向上

させる必要があります。 

《農業集落排水事業》 

 

類似団体平均値を上回っ

ていますが、引き続き普及

啓発活動を実施する必要

があります。 
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② 経営の健全性・効率性について 

《公共下水道事業》 

経営指標において、「経常収支比率」は 100％を超えていますが、一般会計からの繰入金に依存し

ており、令和５年度においては経常収益のうち約 6 割を一般会計からの繰入金が占めています。経常

費用に対して経常収益が上回った分は、補填財源として企業債償還等に利用されているため、内部留

保資金が少なく、「流動比率」も低い水準となっております。 

高齢者世帯の割合が大きく「水洗化率」が低いため、経費を使用料で賄えず「経費回収率」は低い

水準となっております。 

 

《特定環境保全公共下水道事業》 

経営指標において、「水洗化率」「経費回収率」は類似団体平均と同水準ですが、「経常収支比率」

は公共下水道事業と同様に一般会計からの繰入金収入により 100％以上を維持している状態であり、

「流動比率」も低く、短期的な支払能力が確保できていない状態です。 

「施設利用率」は類似団体平均より高い水準ですが、不明水の流入が要因であり、不明水対策も

重要な課題となっております。 

 

《農業集落排水事業》 

経営指標において、「経常収支比率」は 100％を上回っていますが、他事業同様に一般会計からの

繰入金に依存しています。「水洗化率」は類似団体平均より高い水準にありますが、「経費回収率」や

「施設利用率」が低く、「汚水処理原価」が高い水準にあるため、維持管理費が高く原価に見合った使

用料収入が得られていないと言えます。接続の推進や施設の統廃合により改善する必要があります。 

 

 

③ 全体総括 

本市の下水道事業は、使用料収入で汚水処理費用のすべてを賄うことができておらず、不足分は一

般会計からの繰入金に頼っています。したがって、本市の下水道事業の経営健全化を図っていくためには、

下水道接続の普及啓発活動による使用料収入の確保、施設統廃合等による経費削減や事務改善

等の取り組みを強化していくことが必要です。 

また、新規整備計画への投資に加え、施設の老朽化に伴う改築・更新費用の増加も見込まれますの

で、経営戦略やストックマネジメント計画に基づいた施設管理・効率的な施設更新、投資の平準化を図

ってまいります。 
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図表 2-15 経営比較分析表（公共下水道事業） 



19 

 

図表 2-16 経営比較分析表（特定環境保全公共下水道事業） 
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図表 2-17 経営比較分析表（農業集落排水事業）
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３ 将来の事業環境 

（１）行政区域内人口の予測 

行政区域内人口の推計は、令和 4年度茨城県生活排水ベストプラン（改定）の将来人口の推計

を用いて予測しております。 

図 3-1 行政区域内人口予測 

 

（２）処理区域内人口の予測 

処理区域内人口につきましては、各事業・処理区において減少するものと見込んでおります。普及率

につきましては行政区域内人口の減少も相まって、少しずつ増加するものと見込んでおります。 

結果として、計画期間である令和 16 年度末の処理区域内人口は 23,264 人（公共 4,461 人

／特環 12,367人／農集 6,436人）に減少、一方で普及率は 71.6%まで上昇するものと予測とし

ております。 
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図 3-2 処理区域内人口と普及率  

 

※ 「公共」・・・公共下水道事業  「特環」・・・特定環境保全公共下水道事業 

「農集」・・・農業集落排水事業 （以降同様） 

 

（３）有収水量の予測 

 有収水量については、処理区域内人口に水洗化率を乗じた水洗化人口を算出し、そこから有収水量

を予測しております。 

 結果として、計画期間である令和 16 年度末の年間有収水量は 1,949 千㎥の見込みとなり、令和

５年度実績に対し、公共下水道事業では上昇するものの、特定環境保全公共下水道事業・農業集

落排水事業では減少となり、全体としても減少するものと予測しております。 

図 3-3 有収水量の予測 
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（４）使用料収入の見通し 

使用料収入の見通しについては、前述(３)有収水量の予測値に、直近となる令和 5年度の有収水

量 1㎥当たりの使用料収入（使用料単価）を乗じて予測を行いました。 

結果として、令和 5年度実績の 3.1億円（※）から減少し、計画期間である令和 16年度末の使

用料収入は 2.9億円と予測しております。 

※ 百万円以下を四捨五入しております。（以降同様） 

 

図 3-4 使用料収入の予測 

 

（５）施設の見通し 

管渠については、現時点では法定耐用年数を超える管渠はありませんが、令和 13 年度以降 50 年

を経過し更新時期を迎えることになります。耐用年数に合わせて更新を実施した場合、特定の年度に多

額の投資が集中して発生することが予想されます。また、管渠の法定耐用年数は 50 年ですが、30 年

を経過すると道路陥没の危険性や不明水浸入の増加等が危惧されます。そのため、施設計画は「新規

整備」と平行して「維持管理」の段階へ移行することとなり、今後はストックマネジメント計画に基づく調査

を行い、計画的に修繕や更新をすることで、長寿命化及び投資の平準化を図っていきます。 

機械設備等はすでに法定耐用年数を超えるものが発生しており、更新費用が発生しています。今後

も多数の設備が更新時期を迎えるため、こちらの更新財源も確保する必要があります。 
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 （６）組織の見通し 

 経営戦略の計画期間においては、水道事業と連携を図り民間委託を推し進め、事務の効率化・業務

の一元化を図り、適正な定員管理に努めてまいります。 
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４ 経営の基本方針 

 快適で利便性を感じられる住環境実現のため、重要な都市基盤の一つである下水道施設の普及促

進を図るとともに、限られた財源の中、長期にわたり維持管理していくために、マネジメント計画に基づく適

切な改築・修繕を実施します。具体的には、前述で整理した本市の下水道事業の現状と課題及び将

来の事業環境を踏まえ、次の項目を基本方針として設定します。 

 

１ 下水道の計画的な整備・改築更新 

下水道施設については、茨城県生活排水ベストプラン及びストックマネジメント計画等に基づき効率

的な整備・改築更新を行います。 

 

２ 下水道の適切な維持管理・更新 

老朽化する施設について、更新投資や維持管理に要する費用の平準化を図ることを目的としたストッ

クマネジメント計画に基づき、計画的な維持管理・更新を進めます。また、定期的な点検等により老朽

箇所の早期発見や補修を実施するなど、予防保全型の対策により施設の長寿命化を図っていきます。 

 

３ 下水道事業の経営の健全化 

令和元年度より地方公営企業法を適用したことにより、財政状況及び経営状態が明らかになり、適

切な経営方針や経営計画の策定が可能となりました。計画と実績を比較・分析し、必要に応じて見直

しを行い、経営の健全化を推進してまいります。 

 

４ 使用料の適正化 

 人口減少にともなう使用料収入の減収、施設の老朽化による修繕・更新に備え、加入促進による接

続の推進を継続し、経費の徹底的な見直しを図ったうえで、使用料の適正化について検討を行います。 
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５ 投資･財政計画（収支計画） 

（１）投資計画 

① 投資の目標 

目 標 

耐用年数を経過する処理場・ポンプ場施設を中心に修繕・改築工事を実施し、

適切な維持管理に努め、予防保全型の対策により施設の長寿命化を図っていき

ます。 

 

② 投資計画 

 収支計画に反映した取組みとして、計画期間内の投資額は、本計画に基づき下記の事業を実施す

る予定です。事業費の総額として 38億円を見込んでおります。 

 

表 5-1 計画期間(令和７年度から令和１６年度)に実施予定の主な事業 

事業名 事業費 事業内容 

公共下水道整備事業 
（公共） 1.3億円 

（特環）11.7億円 
江戸崎・東地区等の管路整備 

公共下水道更新事業 
（公共） 1.0億円 

（特環）22.0億円 

下水道ストックマネジメント計画実施方針等

に基づいた管路施設、処理場・ポンプ場施設

の点検調査・修繕改築工事 農業集落排水更新事業 2.0億円 

  

管路の新設整備は、県生活排水ベストプランに基づき、未整備路線の整備を進めます。その他にも

管路・ポンプ場の耐震対策工事、汚水桝設置工事など投資整備計画に則った必要な事業を実施しま

す。 

管路施設、処理場・ポンプ場施設の更新工事については、ストックマネジメント実施計画等で作成し

たシナリオに基づいて、点検調査・修繕改築工事を実施する計画としております。また、更正工法による

長寿命化や、定期的な点検等により老朽箇所の早期発見や補修を実施するなど、予防保全型の対

策により施設の長寿命化を図っていきます。 

  

 投資計画全体で、計画期間においては、年間 3.8億円程度のペースにて新規整備・更新等を実施

する予定です。 
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図 5-2 計画期間の投資計画 
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（２）財政計画 

① 投資計画及び財政目標達成に必要な財源の確保 

投資計画の実施に必要な財源を確保し、「投資試算」と「財源試算」を均衡させるためには、投資の

合理化によって投資費用の圧縮を図るとともに、経営の効率化によって事業運営にかかる経常的なコス

トの削減を図ることが必要となります。 

投資の合理化や経営の効率化を図っても、なお不足する財源を確保するためには、公営企業は独立

採算制を経営の基本原則とすることを踏まえ、料金の見直しや企業債の発行を検討する必要がありま

す。 

 

② 目標設定 

目 標 

安定した経営のため、経常収支比率を 100%以上で維持しつつ、水洗化率を向

上させ経費回収率を改善し、一般会計からの繰入金を削減することを目標としま

す。投資に必要な財源の確保にあたり、企業債については、世代間の公平性の確

保に不可欠であり、償還金や利子等により経営が圧迫されないように努めます。 

  

③ 財源の試算方法 

項  目 設 定 条 件 

使用料収入 
直近（令和 5 年度）の有収水量 1 ㎥当たり使用料収入

（使用料単価）に、予測有収水量を乗じて推計しました。 

建設改良費の財源 

（国庫補助金、企業債） 

投資整備計画において計画している各事業の財源額を見積り

反映しております。 

一般会計繰入金 

（他会計負担金・補助金） 

収益的収入については、基準内繰入金として、分流式の下水

道施設に要する資本費、高度処理に要する資本費、維持管理

費等を推計して算定しております。基準外繰入金として、現金収

支不足が見込まれる場合に繰入れを行うものとしております。 

資本的収入については、基準内繰入金として、下水道事業債

（臨時措置分）の償還に要する経費の元金償還金相当額の

繰入れを行うものとしています。 
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④ その他の試算条件 

項  目 設 定 条 件 

職員給与費 

（基本給・その他） 

令和６年度は予算額としており、令和７年度は人員の削減が

予定されているため、令和６年度に対する人員減少の見込み分

を反映させ、以降は昇給率を見込んで算出しております。 

修繕費 
令和 5年度実績と令和 6年度予算額の平均値とを見込額と

して算出しております。 

その他諸経費 
令和6年度予算額をベースに物価上昇が見込まれる科目にお

いては、物価上昇率を加味して算出しております。 

流域下水道維持管理 

負担金 

①基本負担金＝許可水量単価×許可水量 

②使用負担金＝汚水水量単価×使用汚水量 

許可水量単価、汚水水量単価は令和 5 年度に県から提示さ

れた単価に物価上昇率を加味して算出しております。 

減価償却費 

既存資産については、令和 4 年度末の固定資産台帳を基準

として減価償却費を試算しております。 

新規取得資産については、投資整備計画における建設改良

費について、公共下水道整備費は管として耐用年数 50 年、更

新費は機械及び装置として耐用年数 20年で算出しております。 

企業債償還金・支払利息 

既存企業債については、企業債償還予定表より算定しており

ます。 

新規発行債については、下水道更新費に係る企業債は 20年

元金均等償還(据置期間 1 年）、整備費および流域負担金に

係る企業債は 15 年元金均等償還(据置期間 1 年）、金利は

いずれも 2.0%として試算しております。 
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（３）投資・財政計画（収支計画） 

① 収益的収支 

収益的収入としては、下水道使用料収入や一般会計からの繰入金、国県からの補助金に加えて、

資産の減価償却費に含まれる補助金等相当額を収益化する長期前受金戻入があります。 

収益的支出としては、職員給与費、修繕費・委託料・流域下水道維持管理負担金等の経費、支

払利息のほかに、資産の減価償却費があります。 

 

図 5-3 収益的収入の推計 

《公共下水道事業》 

 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

《３事業合算》 
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図 5-4 収益的支出の推計 

《公共下水道事業》 

   

 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

 

《３事業合算》 
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収益的収入については、いずれの事業においても使用料収入や一般会計繰入金、長期前受金戻

入の減少により年々減少する見通しです。収益的支出については、公共下水道事業においては減価償

却費や企業債利息の減少により減少する見込みです。一方で特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業においては、企業債利息は減少しますが、機械及び装置の更新等による減価償却費の

増加や物価上昇による光熱費等の増加の影響により同水準で推移する見込みです。 

経常収支比率はいずれの事業においても年々減少する見通しで、将来的には 100％を下回る見通

しです。 

 

図 5-5 収益的収支の推計 

《公共下水道事業》 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

《３事業合算》 
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② 資本的収支 

資本的収入としては、建設改良費の財源である国県等補助金、企業債、受益者負担金、並びに企

業債償還金の財源として一般会計からの繰入金があります。一般会計からの繰入金は、下水道事業

債（臨時措置分）の元金償還金の財源となります。 

資本的支出としては、投資整備計画において見込んだ建設改良費の他に、企業債償還金がありま

す。企業債残高については、起債額よりも償還額の方が大きいため、令和 5 年度実績の 98.7 億円か

ら令和 16年度には 44.1億円と 6割程度減少する見込みです。 

 

図 5-6 資本的収入の推計 

《公共下水道事業》 

 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

《３事業合算》 
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図 5-7 資本的支出の推計 

《公共下水道事業》 

 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

《３事業合算》 
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図 5-8 企業債償還額と残高の推計 
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資本的収支は、建設改良費においては、計画期間における年間平均で公共下水道事業 0.2億

円、特定環境保全公共下水道事業で 3.4億円、農業集落排水事業で 0.2億円を見込んでいま

す。企業債においては、いずれの事業においても償還が起債を上回る形で推移し、企業債償還金額、

残高ともに年々減少する見込みとなっています。 

 

図 5-9 資本的収支の推計 

《公共下水道事業》 

 

《特定環境保全公共下水道事業》 
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《農業集落排水事業》 

 

《３事業合算》 
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③ 経営の健全性・効率性 

基準内繰入金は企業債償還金の財源として収入している資本的収支の繰入金が企業債償還金

減少に伴い減少する見込みです。基準外繰入金も企業債償還金が減少することにより資金不足額が

縮小し減少する見込みです。 

 

図 5-10 繰入金の推計(3事業合算) 
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経費回収率は、使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標です。当

該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100％以上であることが必

要であり、数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われ

ていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要となります。 

本市では、経費回収率は 50％台で推移する見込みで、使用料収入が減少する一方で汚水処理

費が増加するため、緩やかに減少する見込みです。使用料で回収すべき経費を使用料収入で賄えてお

らず、不足分を基準外繰入金等で補う必要があります。 

 

図 5-11 経費回収率の推計(3事業合算) 
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流動比率は、短期的な債務に対する支払い能力を表す指標です。 

本市では、主に企業債償還金の減少による流動負債の減少により年々上昇し、令和 16 年度には

80%となる見込みです。一般会計繰入金のうち基準外繰入金は減少させながら、100％を目標に流

動比率のバランスをとり安全性を確保していきます。 

 

図 5-12 流動比率の推計(3事業合算) 
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（４）投資・財政計画の総括 

投資・財政計画により、計画期間（令和 7年度～令和 16年度）において必要な投資を実施した

場合、一般会計からの繰入金については企業債償還の財源としての繰入れが減少することにより減少す

る見通しとなっていますが、一方で汚水処理費は増加し使用料収入は減少の見通しであるため、経費

回収率は低下していくことが予測されます。 

さらに一部施設が耐用年数を迎える時期に来ており、施設の老朽化に伴う更新投資の増大も今後

の重大な課題です。当面はストックマネジメント計画で設定したシナリオに基づき、投資と財源の平準化

を図りつつ、緊急度の高い重要な管路を優先的に更新していくこととなりますが、今後の需要予測の動

向により必要な投資の状況も変化します。長期的には人口減少に伴う使用料収入減少の可能性や補

助金等の動向を考慮し、更なる経営の合理化や効率化に取組みつつ、適宜、経営戦略を見直していく

必要があります。 

図 5-13 料金収入と料金対象経費の比較(3事業合算原価計算表より) 

 

表 5-14 今後の目標値(3事業合算) 
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表 5-15 投資・財政計画 
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表 5-16 原価計算表 
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６ 今後の取組み 

（１）投資についての検討状況等 

◇広域化・共同化・最適化 

広域化・共同化について、農業集落排水 5施設のうち 3施設を公共下水道への統合、2施設を

農業集落排水施設同士での統合を検討しております。今後も国及び県の主導による中長期的な検

討を継続していきます。 

 

表 6-1 広域化（施設統合）の方針 

 

◇投資の平準化 

ストックマネジメント計画に基づき、適切な点検・調査の実施を遂行し、緊急度の高い管渠施設か

ら優先的かつ計画的に改築・更新へ投資を行ってまいります。また、予防保全型の維持管理に努め、

耐用年数の延伸とライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

◇民間活力の活用（PPP／PFIなど） 

経営の合理化を図るために、他市町村の先進的取組事例の調査を行い、民間活用における官民

のリスク分担や、そのことによる利害得失（リスク及びメリット）を研究すると共に、従来の個別業務の

アウトソーシングから、包括的民間委託への切り替えや施設改修に関わる「民間委託（ＤＢＯ※）」

の導入など段階的な取組みについて、調査、検討を行います。 

また、ウォーターPPP についても導入に向けて調査、検討を行います。 

   ※DBO：公共が資金調達を負担し、設計・建設、運営を民間に委託する方式 

 

◇その他の取組 

上記以外の今後の投資に関する取り組みについては、今のところ予定していませんが、今後、国の動

向や他自治体の状況等を把握し、適宜検討を進めます。 
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（２）財源についての検討状況等 

◇使用料 

投資・財政計画の策定の結果として、計画期間内における経費回収率は 50％台で推移し、使

用料で回収すべき経費を使用料収入で賄えず、不足分を一般会計からの基準外繰入金等で補う

状態が継続する見込みとなっております。経費回収率を改善するために、加入促進による水洗化率の

向上を図るとともに、施設の維持管理費削減や職員数の適正化などにより、汚水処理費の削減を図

ってまいります。 

さらに今後老朽化する管路施設の更新や物価上昇などの社会情勢による事業費の増加も見込ま

れます。下水道事業が将来にわたって安定的に事業を継続するために、一般会計からの繰入金に依

存せず中長期的な経営基盤を築く必要があります。適正な使用料収入により汚水処理原価を回収

するために、経費回収率の目標を定めながら使用料の改定を検討してまいります。 

なお、適切な使用料の検討を行った結果、経費回収率が 80％未満ではあるものの、3 事業とも

実質的な使用料単価が 150 円/㎥を超えていることから現時点での改定は見送ることとなります。た

だし、今後も引き続き適切な使用料の検討を慎重に進めてまいります(使用料水準の適正化検討サ

イクルについては P63図 7-2 経費回収率向上に向けたロードマップ参照)。 

 

◇資産活用による収入増加の取り組み 

余剰施設等が発生した場合には、売却や貸付等の資産の有効な活用を検討してまいります。 

 

◇企業債 

世代間の負担の公平性に配慮し、企業債の利息と元金償還の負担により経営が圧迫されること

のないよう計画的な起債を実施します。 

 

 

（３）投資以外の経費についての検討状況等 

◇職員給与費 

 業務プロセスの見直しや効率化を通じて、職員の労働時間や適切な定員管理に努めていきます。 

 

◇委託料 

民間への包括委託を中心に委託業務の内容を随時見直し、円滑かつ適正な業務委託により経

営の効率化を図ってまいります。 
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◇修繕費 

ストックマネジメント計画による計画的な修繕を行い、トータルコストの削減、支出の平準化に努め

ていきます。 

 

◇動力費 

エネルギー等の調達手段の比較検討(旧一般電気事業者や新電力事業者の比較)によって経費

削減に取り組んでおりますが、今後も引き続き検討してまいります。 
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７ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

（１）経営戦略の進捗管理 

今回策定した「経営戦略」については今後、ＰＤＣＡサイクル（計画（Plan）―実行（Do）―

評価（Check）―見直し（Action））により、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管

理を行い、目標を達成していない場合は、その原因調査と対策を図り、経営健全化や財源確保に関す

る取組に反映させていきます。 

 

図 7-1 ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

（２）経営戦略の見直し 

下水道事業の経営戦略は、社会情勢の変化や使用料改定を踏まえて５年毎に見直す方針とし、

次回は令和 11年度に改定する予定とします。 
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（３）経費回収率向上に向けたロードマップ 

国土交通省より、「社会資本整備交付金交付要綱の改正について」（令和 2 年 3 月 31日国官

会第 29901 号） 及び 「 下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意

事項」 (国土交通省事務 連絡 令和 2 年 7 月 22 日 )が出されましたので、同通知に基づき、経費回

収率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

現在、経費回収率は公共下水道 62.06％、特定環境保全公共下水道 64.83％、農業集落排水

46.07％とすべての事業において 100％を下回っています。 

将来、人口減少による使用料収入の減少と下水道管路施設の老朽化や物価上昇による維持管理

費の増加により、さらに下回ることが考えられます。そのため、適正な下水道経営を進められるように、必

要に応じて下水道使用料のあり方を検討いたします。下水道使用料のあり方の検討の際には、公益社

団法人日本下水道協会が推奨する「３～５年の下水道使用料算定期間」に基づき下水道使用料

算定期間を 5年と設定して、適切な使用料の検討結果を経営戦略へフィードバックするために、使用料

検討の翌年に経営戦略の見直しを行うサイクルを確立します。 

また、施設の統廃合を進めて、施設更新や維持管理に係るコスト低減に努めていきます。 

 

 

図 7-2 経費回収率向上に向けたロードマップ 
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業績目標 

公共下水道事業 

 

特定環境保全公共下水道事業 

 

農業集落排水事業 

 

３事業合算 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

経費回収率
(使用料収入/汚水処理費)

54.8% 55.4% 54.8% 53.6% 52.7% 52.5% 52.3% 52.0% 52.1% 53.0%

使用料収入
（単位：千円）

43,461 44,017 43,792 43,551 43,326 43,116 42,890 42,680 42,560 42,439

汚水処理費
（単位：千円）

79,243 79,400 79,971 81,308 82,262 82,106 82,042 82,081 81,711 80,078

汚水処理原価
（単位：円／㎥）

274.0 271.1 274.5 280.6 285.4 286.2 287.5 289.1 288.6 283.6

水洗化率 61.5% 62.6% 62.6% 62.6% 62.6% 62.6% 62.6% 62.6% 62.9% 63.3%

項　目

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

経費回収率
(使用料収入/汚水処理費)

64.1% 63.8% 63.0% 61.8% 61.1% 61.4% 61.1% 61.3% 60.7% 60.5%

使用料収入
（単位：千円）

181,240 183,559 182,641 181,675 180,741 179,823 178,921 178,019 177,488 176,956

汚水処理費
（単位：千円）

282,952 287,851 290,012 294,180 295,902 292,928 292,894 290,381 292,228 292,621

汚水処理原価
（単位：円／㎥）

236.3 237.4 240.4 245.1 247.8 246.6 247.8 246.9 249.2 250.3

水洗化率 86.3% 87.9% 87.9% 87.8% 87.8% 87.8% 87.8% 87.8% 88.3% 88.8%

項　目

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

経費回収率
(使用料収入/汚水処理費)

41.6% 40.9% 40.8% 40.3% 39.8% 39.7% 39.3% 38.9% 37.3% 35.9%

使用料収入
（単位：千円）

82,835 81,960 81,510 81,059 80,609 80,159 79,708 79,258 77,057 74,857

汚水処理費
（単位：千円）

199,126 200,301 199,788 200,993 202,424 202,118 202,981 203,776 206,539 208,274

汚水処理原価
（単位：円／㎥）

361.7 367.7 368.8 373.1 377.8 379.4 383.1 386.8 403.3 418.6

水洗化率 87.4% 87.4% 87.9% 88.3% 88.8% 89.2% 89.7% 90.1% 90.2% 90.4%

項　目

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

経費回収率
(使用料収入/汚水処理費)

54.8% 54.5% 54.0% 53.1% 52.5% 52.5% 52.2% 52.1% 51.2% 50.6%

使用料収入
（単位：千円）

307,536 309,536 307,943 306,285 304,676 303,098 301,519 299,957 297,105 294,252

汚水処理費
（単位：千円）

561,321 567,552 569,771 576,481 580,588 577,151 577,917 576,238 580,478 580,974

汚水処理原価
（単位：円／㎥）

275.6 276.8 279.3 284.2 287.7 287.5 289.4 290.0 295.0 298.1

水洗化率 82.0% 83.0% 83.1% 83.2% 83.3% 83.4% 83.6% 83.7% 84.0% 84.4%

項　目
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